
一大学の経営改革という 観点から 一 

0 平塚 力 ( 東北大工学 ) 

  
  

的は 、 ナショナル。 イノベーション。 システ 

ムの構築という 観点から、 我が国の大学、 特に国立大 

学における産学連携の 推進体制に内在する 課 

かにすることにあ る。 その場合、 国立大学に 

学 連携の推進体制のあ り方は としての大学全体 
の 経営計画 ( 経営戦略 ) との おいて検討すべき 

ではないか、 というのが本稿 

国立大学の法人化という、 設置形態に関する 制度変 

更において、 大学としての 新たなミッションとして 産 

学連携が重視され。 その推進体制 は 強化された。 そし 

てこれ以後。 産学連携推進体制の 整備に関しては、 国 

連携推進体制の 構築を " 

年の関心 は 推進体制から 個々のオペレーション 閃 

( 個別実務 ) に移っている。 しかし経営組織論からす 

れば、 国立大学における 産学連携推進体制の 整備は、 

組織としての 大学の経営計画 ( 中期計画 ) に基づいて 

いることから。 大学本部の経営改革の 考察を欠いては、 

や 成果の妥当性を 把握できない。 そ 

こで本稿でほ、 国立大学における 産学連携推進体制を 

考察する双提として。 法人化にともな う 経営改革の過 

としての大学の 経営という観点から 

今日的な課題を 整理する。 

最後に本稿の 構成について 説明する。 先ず大学経営 

という観点から、 関係する先行研究をレビューする。 

次に国立大学における 産学連携への 取り組みを誘導し 

たの ぽ 、 政府の一連の 政策であ ることから、 政策の結 

果として生み 出された国立大学法人制度だけでなく。 

政策決定の過程それ 自体に内在し。 実際の国立大学の 

改革を規定することとなった 要因を明らかにする。 さ 

らに法人化という 管理制度の変更に 対する実際の 大学 

改革の事例として、 ㈹ 9 年代以降の東北大学における 

改革の過程を、 経営改革という 観点から分析し。 法人 

化 後の国立大学における 産学連携推進体制に 関する 今 

り 方次第で。 次のように ニつ 

の 領域に分けることができる。 

一 つ 目は。 科学技術や産業振興に 関する領域であ り、 

冒頭に記したよさに、 そこでは大学内部の 下位 

マネジメント 問題として設定され。 また近年の 

産学連携推進体制の 整備から、 産学連携のオペレーシ 

コ ンの問題 ( 個別実務 ) に移っている。 しかし大学に 

は 産学連携以覚に 教育。 穿 という伝統的な さツショ 

ンが 存在することから、 学 連携の推進 は 大学内の下 

のマネジメント 論 としてだけでなく、 大学全 

としての成長戦略の 問題として論じる 必要があ る。 

具体的にば、 組織としての 大学経営における 産学連 

携の意義や方策を。 大学における 他のミッションとの 

関係を含めて 総体的に明らかにするような 研究であ る。 

しかし。 大学とは必ずしも 成員が共通の 目的のもとに 

く 結びついた存在ではなく。 環境の複雑性に 応じて、 

ゆえ成員相互の 影響は限定的であ り、 組織として 公 

の計画の有無に 関わらず、 環境変化に対する 下位 組 

の 自発的な決定によって 新たな組織が 誕生していくこ 

とで。 組織は拡大し、 内部の構造は 複雑化す 

結果、 下位組織のマネジメントに 対して。 組 

の 大学全体のマネジメントを 明らかにすることは 困難 

となる。 

今日の産学連携の 社会的な意義を 考えると、 産学連 

携推進部門のマネジメントのあ り方を論じるだけでな 

く 。 ナショナル。 イノベーション。 システムの一翼を 担 

ぅ 大学それ自体の 経営問題として。 例えば産学連携へ 

の 資源投入の前提となる 大学としての 経国戦略 ( 成長 

戦略 ) などが明らかにされるべきであ る。 しかしそ う 
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した研究の蓄積は 必ずしも十分ではない。 

二つ目は、 大学それ自体を 研究する領域、 すなむち 

教育学を中心とした「高等 育 研究」とし、 う 領域であ 

り 、 そこでの産学連携に 関 る 主な論点は、 産学連携 

が大学の新たなミッションとして 加わったことが、 そ 

れまでの伝統的な 大学の機能や 構造に与えた 影響の解 

明に置かれる。 近年増加している「企業的大学」に 関 

する研究などほ、 その代表例であ る。 

例えば、 Clar 女 ( 工 99 鈴は、 6 大学のケース。 スタデ 

ィをもとに。 管理運営陣の 強化や資本拡大を 肯定する 

組織文化など、 企業化された 大学の組織特性の 解明を 

試みている。 また ㊤は、 大学の商業化が 進 

むことで。 自らが追求すべき 本来の価値より、 価値を 

実現するための 手段 ( 財源確保、 財産の効率的投資等 ) 

を必要以上に 重視することで、 モラルや社会的信用の 

失墜、 それにともな う 政府の介入という 点で長期的な 

利益の遺失が 生じるとして。 警鐘を鳴らしている。 

こうした先行研究は。 社会の変化が 大学の機能や 構 

造の変化を規定し、 そうした大学の 変化がさらに 組織 

の成員にまでに 影響を与えるというロジックであ る。 

こうした研究によって、 大学がどのように 変化してい 

るかという 「結果」に関する 研究は進んだ。 しかし大 

学の経営において 企業化がどのように 進行し、 そこで 

の問題 は 如何にしてに 発生しているのかといった「過 

程 ( メカニズム ) 」に関する研究は 遅れている。 

以上の二つの 領域での先行研究を 整理すると、 大学 

における産学連携の 推進については、 部門のマネジメ 

ント 論 としてほ成果に 向けて、 より具体的で 実践的な 

研究が進められる 一方。 その前提となる 大学における 

経営改革の過程分析として 進められることが 少ないと 

いう課題を指摘できよう。 こうした課題に 対し。 本稿 

では産学連携推進体制の 構築を含め、 国立大学の法人 

化へと収束した 政府の政策および、 実際の国立大学に 

あ げる自己改革の 過程について 分析する。 

政策過程 
廷 gB0 年代に教育改革を 政府全体の政策として 掲げた 

中曽根内閣が 登場し、 教育改革に関する 内閲の時限的 

な諮問機関 問 としての臨時教育審議会 6 以下「臨教審い 

の答申によって。 大学改革に関する 議論ほ、 それまで 

の「大学は変わるべきか 否か」から「いかに 変わるべ 

きか」に向けて 動き出した。 

1990 年代前半は、 大学政策の諮問 

た 大学審議会と 文部省との役割分担によって。 設置基 

準の大綱化や 大学院の拡充など   様 化と高度化する 政 

策 が打ち出され。 大学改革は教 改革として進められ 

たし 0 

19% 年代後半においても。 国立大学が大学改革に 関 

ずる政策経路として 重視したのは、 大学審議会一文部 

して打ち出さ 軋る高等教育政策であ る。 ただし 

90 年代前半の政策が 大学の多様化と 高度化に向けられ 

たのに対し、 政策は 9 年代後半からは 大学の個性化 ( 活 

性化 ) を打ち出し、 大学改革 ( 管理運営改革 ) を議 

した。 

政策が 久 きく動き出す 契機となった 

め が。 捜眺年 ㈹月に大学審議会が 答申した「 21 世紀 

の大学 像 と今後の改革方策について 一 競争的環境の 中 

で個性が輝く 大学 刊 であ る。 

この答申 は 。 学長。 学部長のリーダーシップを 確立 

するための方策、 全学 な 視点に立った 機動的な大学 

制度の在り方 " 学覚の有 

常 に取り入れるための 仕 

具体的課題を 提示した。 

ただし 90 年代後半から " 大学審議会一文部省という 

大学改革に関する 政策の本丸に 対し。 出自の異なる 他 

省庁からの幾つかの 政策が合流する。 

政 悪化に伴 う 行政改革の議論であ り、 そこ 

から国立大学の 法人化という 議論が動き出す。 もう一 

つは、 技術および経済環境の 変化の中で、 公共投資に 

おける大学の 位置が ォ 射 的に高くなったことに 起因し 

産学連携という 政策が動き出す。 科学技術基本法の 成 

立以後、 科学技術立国という 国家戦略の下で、 大学を 

ナショナル。 イノベーション。 システムの中核として 

機能させようとの 動きが始まるのがこの 時期であ る。 

そしてそれらは 国立大学側が 注視してきた 文部省の高 

等教育政策にも 影響を与えた。 

幻世紀において。 国土も狭く。 

我が国が，今後。 国際社会で知的リーダーシップ 

を発揮できる 国。 科学技術創造立国を 目指し ， 真 

に豊かな国民生活が 送れる国として 発展していく 

の各分野で活躍し ， 我が国発展の 

れた人材の養成。 確保。 未来を拓 

く 新しい知の創造，知的 源を活用した 国際貢献 

等の高等教育に 求められる役割を。 大学をぼ じめ 
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とする多様な 高等教育機関が。 そのシステム 全体 

として，十分に 果たしていくことが 不可欠であ る。 

20 ㏄年以降は、 経済活性化の 新機軸としての 大学へ 

の期待は一層高まった。 そして大学は 自らの意思とは 

関係なく。 ナショナル。 イノベーション。 システムの 

メイン。 アクタ一に配置された。 

この時点で大学改革は 政府による国家の 成長戦略の 

中に位置づけられ。 国家発展のための 産学連携。 産学 

のための大学改革という 政策ロジックが 出来 

あ がった。 それほまた行政改革から 生まれた国立大学 

の法人化の議論が、 国立大学に相応しい 設置形態を特 

定する期間と 重なったことで、 この過程では 文部科学 

省や経済産業省の 審議会から国立大学における 産学連 

携のあ り方と、 それを実現するための 大学の設置。 管 

理運営制度に 関して様々な 注文が出された。 大学が ナ 

ショナル。 イノベーション。 システムの一部となるた 

めには、 自らの意志と 責任で産学連携に 取り組むこと 

が必要であ り、 そのための産業政策、 科学技術政策、 

そして高等教育政策における 関心 は 、 大学の設置形態 

や組織制度 ( 法人格 ) へと向けられたのであ る。 

こうして官邸主導の 政 決定と執行の 中で、 それま 

での大学に関する 政策の縦割りを 統合する、 国家の発 

展 戦略という政府全体の 政策アリーナが 形成されたこ 

とで政策の議論において、 目的としての 大学改革と手 

段としての大学改革が 合流し、 20 ㈱年に国立大学法人 

法が成立し。 これ以後、 国立大学は新たな 管理制度に 

沿って自己改革を 進めることとなった。 

国立大学の法人化をめぐる 上記の政策過程では、 当 

初 。 国立大学が注視していたのは、 大学 審 

省から打ち出される 高等教育政策であ った。 しかし。 

その後出自の 異なる大学政策が 突如として現れ、 それ 

が複雑に交わった " そのため国立大学側にとっては 予 

測が困難な不確実性の 高い政策過程となり、 またそれ 

が短期間で新たな 制度としてまとまられた。 そのため、 

法人化の政策主旨が 個たの国立大学に 自主。 自律的な 

経営を促すことに 置かれたにもかかわらず。 国立大学 

側には、 産学連携という 新たに加えられたミッション 

を含め、 制度変更への 対応を長期的な 視点に基づく 経 

営改革として 進めるだけの 時間と情報は 十分に保証さ 

れなかった。 つまり、 法入化を生み 出した政策過程 そ 

れ 自体に、 法人化に伴 う 国立大学の自己改革が 経営改 

革 としてではなく、 規則の制定や 組織の改変など 法律 

で定められた 諸要件に対する 短期的で、 事後的な制度 

適応として進む 要因が内在していたのであ る。 

己 改革 
1995 年 9 月、 大学審議会「大学運営の 円滑化につ 

いて」は副学長制など。 学長補佐体制の 強化を提言し 

た。 東北大学においては 1998 年 4 月、 文部省令 ( 国立 

学校設置法施行規則 ) の改正を受け、 総務。 企画題 当 

と学務担当に 2 名の副総長が 誕生し、 総長を補佐した。 

そして翌年 5 月にほ。 評議会は議長の 発案により 

および管理運営について 長期的な視点から 検討するた 

めの学内機関として「東北大学のあ り方に関する 検討 

委員会 ( 以下「在り方委員会バ」の 設置を決定した。 

そしてこれ以後、 しばらくは「在り 方委員会」におい 

て、 大学審議会と 文部省を政策の 源泉とする大学改革 

に対する対応が 検討され、 長期的な 

改革が試みられた。 

しかし、 そうした状況 は王 月 に文部大臣 力 ; 園 

立大学法人化の 検討に着手することを 表明したを受け、 

徐々に変化する。 東北大学においてほ。 従来の教学改 

革と組織改革を 進める一方。 ユ 

への対応を始めた。 

肩 にほ、 評議会は議長 ( 総長 ) の発案で新 

行政法入 化 に関する検討委員会 ( 以下「 独 

法委員会」 ) 」の設置を決定した。 その後、 東北大学に 

おいて法人化へ i0 対応 

から判断するど 法人化への大学としての 考え方をまと 

める時期にあ る」として対応を 要請した。 そこで 評 

会は「独立行政法人化に 関する検討委員会」の 名称 

「東北大学の 法人化に関する 検討委員会」城下「法人 

化委員会」 ) へと変更した。 

月 。 「法人化に関する 検討委 

グループを設け。 7 月から法人化に 関する文部省察と 国 

立大学協会 案 との比較分析を 始めた。 またお㏄年 

に文部省より 「大学の構造改革の 方針 ( 通称 : 遠山 プ 

ラン )J が発表されると、 「法人化委員会Ⅰ は 中期目標。 

中期計画。 評価項目などに 関する検討を 開始した " 

㏄年度に入ると。 評 会は法人化に 向けた実務を 

進めるため、 先の「在り方委員会 コ および「法人化委 

員会」を「東北大学制度検討委員会 ( 以下「制度検討 

委員会」 ) 」に再編成し、 その中に「組織業務。 人事 制 
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度 委員会」と「目標評価。 財務課会計委員会」という 2 

、 委員会を設けた。 この段階で、 東北大学におけ 

る自己改革は、 大学審議会答申に 基づく大学改革から、 

法人 化 という制度対応へと 完全に転換した。 以後の評 

議会においてほ 総長や事務局長から 法入化を巡る 政策 

の動向が報告され、 法人化に向けた 準備作業が開始さ 

れた。 

2 年の後半からは、 国立大学法人制度の 発足を前 

提として、 政府も各国立大学も 実務対応を進めた。 花 

月にけ文部科学省から 国立大学協会に 対し中期計画。 

中期目標の雛形が 示された。 

東北大学においては、 事務局長が評議会の 席で中期 

計画。 中期目標の雛形について 報告し、 それ以後、 本 

格 的に中期計画。 中期目標の作成に 着手した。 その過 

程で文部科学省の 国会への国立大学法人法案の 提出が 

2 月から 8 月の間に行われ、 法律が成立すれば 2 

月から国立大学法人制度がスタートする。 ということ 

が明らかになった。 

2003 年 5 月には、 評議会で中灘目標。 中期計画の案 

を採択し。 「東北大学法人化推進本部」を 立ち上げた。 

そして法人化関係法案が 一括成立したことを 受け、 

月をタイムリミットとして 国立大学法人東北 

大学の発足し 向けて組織改革が 進められた。 

ただし文部科学 省 が示した中期目標。 中期計画の雛 

形が、 教育。 研究。 社会貢献 " 運営運営、 財務、 評価 

などと多岐に 亘り 、 加えて構造や 規程など 組 

改廃も多かったことで、 東北大学においては 法入 化 @ こ 

向けた改革作業は 過去に例を見ない 膨大な組織改革と 

なった。 また政策執行の 過程において 文部科学 省 自身 

から明確な方針が 打ち出されたわけではなく、 文部科 
学習が法人制度をど う 運用するのかが 不透明であ った 

ため、 東北大学においては 運営交付金の 配分と直結す 

る中期計画。 中潮目標について、 経営改革のための 計 

画 として独自性を 出すべきなのか、 雛形に従うべきな 

のか判断に窮した。 法人発足に向けた 組織改革の意思 

決定に不確実性が 伴ったことで、 中期計画。 中期目標 

の作成に関して、 革新性か確実性かの 判断が困難だっ 

たのであ る。 

その結果、 法人化に向けた 改革においては、 法人化 

の趣旨が個々の 国立大学に自主。 自律的な経営の 促進 

にあ るを理解していたにもかかわらず、 法人としての 

発足を目標とした、 短期的な制度適応として 進めざる 

を得なかった。 

法人 化 後の大学経営においては。 産学連携推進部門 

を含め自らが 中期目標。 中期計画に記した 項目の達成 

が経営課題となった。 しかし、 その前提となっている 

中期目標。 中期計画それ 自体は、 組織としての 長期的 

な発展を見据えた 経営計画と必ずしも 同一ではない。 

それゆえ、 産学連携推進部門それ 自体のマネジメント 

へは日々修正されるのに 対し、 大学経営における 産学 

連携の意義や 役割、 本部による支援や 管 

てほ 、 未だ明らかになっていない 部分が少なくない。 

そもそも大学とは &" 。 ， 。 ㎏ c"M 

組織として公式の 計画の有無に 

自発的な決定によって 専門分化していく 組織であ る。 

そんな申で。 国立大学の法人化を 誘発した政策は、 大 

学に社会や経済の 発展に対する 役割を求めたものの。 

体においては、 国立大学が役割を 果た 

すための組織改革を 進め ための時間と 情報が十分で 

はなく。 法人化に伴う 組 改革は 、 必ずしも政策が 意 

図したような 経営改革として 進められたわけではない。 

また中期目標。 中期計画の達成が、 来期の交付金に 

直結することを 考えると、 国立大学おいては、 産学 連 

携 推進部門を含め、 目標や計画に 記した数値の 達成が 

となるが。 そうした目標や 計画を達成するこ 

とが。 本当に個々の 大学の長期的な 発展に貢献するの 

であ ろうか。 法人化への対応が 制度変更への 対応であ 

り、 経営改革としての 側面が弱いとすれば。 産学連携 

推進部門を含め、 部分最適は必ずしも 全体最適にはつ 

ながらないのではないか。 そういった意味では、 国立 

大学における 産学連携の推進体制については、 組織と 

しての経営計画 ( 経営戦略 ) との関係においての 検証 
が必要となると 言えよう。 
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